
（平成２２年７月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島厚生年金 事案443 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ工場における資格

喪失日に係る記録を昭和47年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を５万2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和23年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和47年７月31日から同年８月１日まで 

私は、昭和45年４月１日にＣ事業所に入社し、平成16年２月29日まで

の期間において継続して勤務し、昭和46年８月21日から47年７月31日ま

での期間について、Ｃ事業所からＡ事業所Ｂ工場へ出向していた。申立

期間は、出向先のＡ事業所Ｂ工場からＣ事業所へ戻る直前の時期である

が、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

申立期間について、継続して勤務しているのは間違いないので、厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録から、申立人が昭和46年８月21日

から47年７月31日までの期間について、Ａ事業所Ｂ工場に勤務していたこ

とが確認できる。 

また、Ｃ事業所からの回答及び同社が保管するＡ事業所Ｂ工場に係る昭

和47年７月分の給与支給明細表から、申立人が45年４月１日から平成16年

２月29日までの期間についてＣ事業所に継続して勤務し（昭和46年８月21

日から47年７月31日までの期間については、Ａ事業所Ｂ工場へ出向し、同

年８月１日にＡ事業所Ｂ工場からＣ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   さらに、申立期間の標準報酬月額については、Ａ事業所Ｂ工場に係る申

立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票の昭和47年６月の記録及び申立



人のＡ事業所Ｂ工場に係る同年７月分の給与支給明細表に登載された厚生

年金保険料の控除額から、５万2,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主が資格喪失日を昭和47年８月１日と届け出たにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）が同年７月31日と誤って記録することは考

え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険被保険者資格の喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ工場における資格

喪失日に係る記録を昭和47年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和26年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和47年７月31日から同年８月１日まで 

私は、昭和45年３月１日にＣ事業所に入社し、49年12月31日までの期

間において継続して勤務し、46年８月21日から47年７月31日までの期間

について、Ｃ事業所からＡ事業所Ｂ工場へ出向していた。申立期間は、

出向先のＡ事業所Ｂ工場からＣ事業所へ戻る直前の時期であるが、申立

期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

申立期間について、継続して勤務していたのは間違いないので、厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ事業所からの回答及び同社が保管するＡ事業所Ｂ工場に係る昭和47年

７月分の給与支給明細表から、申立人が45年３月１日から49年12月31日ま

での期間についてＣ事業所に継続して勤務し（昭和46年８月21日から47年

７月31日までの期間については、Ａ事業所Ｂ工場へ出向し、同年８月１日

にＡ事業所Ｂ工場からＣ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ事業所Ｂ工場に係る申立

人の厚生年金保険被保険者原票の昭和47年６月の記録及び申立人のＡ事業

所Ｂ工場に係る同年７月分の給与支給明細表に登載された厚生年金保険料

の控除額から、３万3,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに



ついては、事業主が資格喪失日を昭和47年８月１日と届け出たにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）が同年７月31日と誤って記録することは考

え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険被保険者資格の喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案445 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ工場における資格

喪失日に係る記録を昭和47年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を４万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和25年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和47年７月31日から同年８月１日まで 

私は、昭和44年２月10日にＣ事業所に入社し、現在も継続して勤務し

ており、46年８月21日から47年７月31日までの期間について、Ｃ事業所

からＡ事業所Ｂ工場へ出向していた。申立期間は、出向先のＡ事業所Ｂ

工場からＣ事業所へ戻る直前の時期であるが、申立期間に係る厚生年金

保険の被保険者記録が無い。 

申立期間について、継続して勤務していたのは間違いないので、厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ事業所からの回答及び同社が保管するＡ事業所Ｂ工場に係る昭和47年

７月分の給与支給明細表から、申立人が44年２月10日から現在に至るまで

の期間についてＣ事業所に継続して勤務し（昭和46年８月21日から47年７

月31日までの期間については、Ａ事業所Ｂ工場へ出向し、同年８月１日に

Ａ事業所Ｂ工場からＣ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ事業所Ｂ工場に係る申立

人の厚生年金保険被保険者原票の昭和47年６月の記録及び申立人のＡ事業

所Ｂ工場に係る同年７月分の給与支給明細表に登載された厚生年金保険料

の控除額から、４万8,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに



ついては、事業主が資格喪失日を昭和47年８月１日と届け出たにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）が同年７月31日と誤って記録することは考

え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険被保険者資格の喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案446 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日

に係る記録を昭和 42 年９月 11 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２

万4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和18年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和42年８月21日から同年９月11日まで 

私は、昭和42年９月11日にＡ事業所からＢ事業所へ異動になった。申

立期間について継続して勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の

被保険者期間が確認できないことに納得できない。 

調査の上、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＢ事業所本社総務部が昭和42年10月１日付けで、

同社各役員及び同社各支店長に発した人事異動に係る通知及びＡ事業所に

おける申立期間当時の申立人の上司及び同僚の供述から判断すると、申立

人が申立期間においてＡ事業所及びＢ事業所に継続して勤務し（昭和42年

９月11日にＡ事業所からＢ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ事業所に係る申立人の厚

生年金保険被保険者原票の昭和 42 年７月の記録から、２万 4,000 円とする

ことが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、Ａ事業所に係る申立人の厚生年金保険被保険者原票における資

格喪失日が厚生年金基金の加入記録における資格喪失日と同日となってお

り、社会保険事務所（当時）及び厚生年金基金の双方が誤って同じ資格喪



失日を記録したとは考え難いことから、事業主が昭和42年８月21日を厚生

年金保険被保険者資格の喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



徳島国民年金 事案534 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和43年10月から51年３月までの国民年金保険料は、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和23年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和43年10月から51年３月まで 

昭和51年４月の結婚を契機に、私の母が、Ａ市区町村役場（現在は、

Ｂ市区町村）窓口で私の国民年金の加入手続を行い、その際、それまで

未納であった申立期間の国民年金保険料を納めてくれた。 

    調査の上、記録を訂正してもらいたい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、被保険者台帳管理簿により、申立人

の婚姻後の昭和51年６月１日に払い出されたものと推認でき、この時点で

は、ⅰ）申立期間のうち、昭和43年10月から49年３月までの国民年金保険

料については、時効により納付することができない期間であること、ⅱ）

申立期間のうち、昭和49年４月以降の保険料については過年度納付が可能

であるが、Ｂ市区町村によれば、「当時、Ａ市区町村役場窓口では、過年度

保険料の収納を行うことは無かった。」と回答していることなどから、申立

人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付できなかったものと考えられ

る。 

また、オンライン記録、Ｂ市区町村が保管する申立人に係る国民年金被

保険者カード及び申立人が所持する国民年金手帳よると、申立人の国民年

金の資格取得日は昭和51年４月１日となっており、当時、Ａ市区町村は申

立期間を国民年金未加入期間として取り扱っていたことが推認できる上、

別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

さらに、申立人の保険料を納付したとする申立人の母親は既に死亡して

おり、申立期間当時の国民年金保険料の納付状況等は不明である上、申立

人の母親が、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付



していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島国民年金 事案535 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和39年４月から40年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和13年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和39年４月から40年６月まで 

申立期間当時、Ａ事業所に住み込んで働いていた。ねんきん定期便を

見て、国民年金保険料を納付してくれていたことを知った。     

また、未納とされている期間があることも知った。どうして国民年金

保険料の未納期間があるのか調べてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の昭和36年４月から39年３月までの期間の国民年金保険料は、す

べて、Ａ事業所の家族（申立期間当時の社長の長男夫婦、同次男夫婦及び

同四男）と同一日で納付されていることが確認できるところ、申立期間に

ついては、同社の家族の納付日、納付方法が世帯単位で異なっており、申

立期間前と申立期間の納付状況に大きな変化が見られることから、従業員

であった申立人の保険料を申立期間前と同様に納付していたものとは認め

難い。   

また、申立人は国民年金の保険料納付に関与していないことから、保険

料納付について具体的な主張は無い上、申立人の国民年金保険料を納付し

たと考えられるＡ事業所の申立期間当時の社長及びその妻は既に死亡して

おり、申立期間の保険料の納付状況等は不明である。 

さらに、Ａ事業所の申立期間当時の社長の長男の妻及び同次男夫婦から

聴取しても、申立期間の保険料納付をうかがわせる供述は得られない。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判



断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島国民年金 事案536 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和49年９月から55年２月までの期間及び同年８月から59年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和29年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和49年９月から55年２月まで 

             ② 昭和55年８月から59年３月まで 

    国民年金の加入手続及び保険料の納付方法等については、はっきりと

分からないが、国民年金保険料の納付状況を父に確認したところ、「保

険料を払っている。」と言われたにもかかわらず、未納とされている期

間があることに納得できない。 

    国民年金の加入手続をしていれば、保険料を納付していないとは考え

難いし、父が私の国民年金保険料と一緒に国民年金保険料を納付してい

たと思われる弟は、年金記録に欠落があるということを言っていなかっ

たため、私の国民年金の記録を再度確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和59年６月11日に払い出されたも

のと推認でき、この時点では、申立期間①及び申立期間②の一部の期間に

ついては、時効により納付できない期間であり、申立人に別の国民年金手

帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人は、申立期間に係る国民年金への加入手続及び保険料納付

に関与しておらず、申立人の加入手続等を行ったとする申立人の父親は既

に死亡していることから、加入手続の時期や保険料の納付状況等は不明で

ある。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家     

計簿、確定申告書等）は無く、申立人の父親が、申立人と同様に国民年金

への加入手続及び保険料納付を行ったとする申立人の弟については、国民

年金に加入した形跡が無いなど、申立期間の保険料を納付していたことを



うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案447 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和20年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和39年４月１日から42年12月１日まで 

私のＡ事業所における厚生年金保険加入期間が、請求した記憶が無い

にもかかわらず、社会保険事務所（当時）から脱退手当金として支払わ

れていることに納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退

手当金の支給を意味する「脱」の押印が確認できるとともに、申立期間の

脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保

険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和43年２月13日に支給決定され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び被保険

者原票において、申立人の健康保険番号の前後74人の被保険者記録を確認

したところ、脱退手当金の受給記録が確認できた６人全員が資格喪失日か

ら５か月以内に脱退手当金の支給決定がなされており、このうち２人につ

いては、両名の資格喪失日、脱退手当金の支給決定日が同一日であること

が確認できるとともに、申立期間当時の総務課長は、｢結婚を理由に退職す

るような人には、脱退手当金のことを説明し、本人の意思を確認した上で、

代理で請求手続を行う場合が多かった。申立人は、結婚が理由で退職して

いるので、脱退手当金の手続を行っているのではないかと思う。｣と供述し

ていることから、申立人についても、事業主による代理請求が行われた可

能性がうかがえる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 



これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案448 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和31年５月５日から同年８月１日まで 

昭和 31 年５月から約３か月間において、Ａ事業所所有のＢ丸に乗り込

んで勤務した。一緒に乗り込んで勤務した同僚は申立期間において船員

保険の被保険者記録があるのに、私だけ船員保険の被保険者記録が無い

のは納得できないので、調査の上、申立期間について、船員保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は船員手帳を所持していないことから、申立期間当時の雇入れ記

録を確認することができない上、Ｂ丸の船舶所有者であるＡ事業所は、「申

立期間当時の人事記録等の書類は廃棄して残っておらず、当時の事情は不

明である。」と回答しており、申立人の申立期間における勤務実態、船員保

険の加入状況及び船員保険料の控除等を確認できる関連資料等は得られな

い。 

また、Ａ事業所所有のＢ丸に係る船員保険被保険者名簿において、申立

人が同僚として記憶している４人のうち、二人は申立期間を含む期間につ

いて、船員保険の被保険者記録が確認できるものの、いずれの者も所在の

確認ができないことから、申立期間当時の船員保険の加入状況及び船員保

険料の控除等について確認できる供述を得ることができない。 

さらに、前述の４人のうち別の二人は、Ｂ丸に係る船員保険被保険者名

簿において、船員保険の被保険者記録は確認できず、文書による照会を行

っても回答が得られないなど、申立期間当時の状況を確認することができ

ない。 

加えて、Ｂ丸に係る船員保険被保険者名簿により、船員保険の被保険者



記録が確認でき、所在が判明した被保険者に照会したところ、申立期間直

前の期間又は申立期間のうち一部の期間について船員保険の被保険者記録

が確認できる二人から回答が得られたものの、申立人を記憶している者は

おらず、申立人に係る船員保険料の控除をうかがわせる供述は得られない。 

また、Ｂ丸に係る船員保険被保険者名簿を確認したところ、申立期間を

含む昭和29年９月１日から31年９月１日までの期間において船員保険被保

険者の資格を取得している者の中に、申立人の氏名は無い。 

このほか、申立人が、申立期間に係る船員保険料を控除されていたこと

を確認できる給与明細書等の資料が無い上、関連資料及び周辺事情も見当

たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案449 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、すべての申立期間について、船員保険被保険者として船員保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和26年４月３日から同年10月５日まで 

             ② 昭和27年１月４日から同年７月23日まで 

             ③ 昭和29年１月８日から31年１月16日まで 

     船員保険の被保険者記録を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ丸（船舶所有者は、Ｂ氏）に乗り込んでいた期間のうち、昭和23年12

月27日から26年４月２日までの期間以外の期間であるすべての申立期間

について、船員保険の被保険者記録は確認できなかったとの回答を得た。 

しかし、船員手帳にはすべての申立期間において雇入れされた記録が

あるので、すべての申立期間について船員保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する船員手帳の記載内容から、すべての申立期間において、

Ｂ氏の所有するＡ丸に雇入れされていたことは確認できる。 

しかしながら、申立事業所は既に廃業しており、船舶所有者であるＢ氏

も死亡していることから、すべての申立期間における船員保険の加入状況

及び船員保険料の控除等をうかがわせる資料及び供述を得ることができな

い。 

また、申立事業所に係る船員保険被保険者名簿において、申立期間①及

び②の一部の期間において船員保険の被保険者記録が確認でき、当該期間

に船長として乗船していたとする者から聴取しても、申立人が船員保険料

を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる供述は得られ

ない。 

さらに、申立事業所に係る船員保険被保険者名簿において、すべての申

立期間を含む昭和26年４月から33年４月28日までの期間について､申立人



の氏名は無く、船員保険番号に欠番も無い。 

加えて、申立人は、船員手帳にすべての申立期間において雇入れされた

記録があるので、すべての申立期間について船員保険の被保険者期間とし

て認めてほしい旨主張しているが、国土交通省海事局は、「『船員保険未

加入者に対する対応について』（平成16年12月８日付け国土交通省海事局

船員労働環境課長通知）により、平成17年１月４日以降は船員の雇入契約

の公認手続時に船員保険の加入についても確認しているが、申立期間当時

は、船員保険の加入は公認手続の必須条件ではなく、同保険の加入状況は

確認していなかった。」と回答していることから判断すると、船員手帳の

雇入及び雇止の記録をもって船員保険の加入を推認することはできない。 

このほか、申立人のすべての申立期間に係る船員保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、すべての申立期間に係る船員保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


